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（出資承継勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 192,135,854

貯蔵品 1,478

前払費用 7,150

未収収益 2,005,477

未収入金 2,444

前払金 37,954

流動資産合計 194,190,357

Ⅱ　固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 3,350,000,000

関係会社株式 502,132,529

投資その他の資産合計 3,852,132,529

固定資産合計 3,852,132,529

資産合計 4,046,322,886

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 743,851

未払法人税等 1,140

預り金 34,360

仮受金 1

引当金

賞与引当金 204,008 204,008

流動負債合計 983,360

Ⅱ　固定負債

引当金

退職給付引当金 10,299,139 10,299,139

固定負債合計 10,299,139

負債合計 11,282,499

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 4,642,686,074

日本政策投資銀行出資金 590,396,726

資本金合計 5,233,082,800

Ⅱ　繰越欠損金

当期未処理損失 1,418,298,957

（うち当期総利益 12,684,017 ）

繰越欠損金合計 1,418,298,957

Ⅲ　評価・換算差額等

関係会社株式評価差額金 220,256,544

評価・換算差額等合計 220,256,544

純資産合計 4,035,040,387

負債純資産合計 4,046,322,886

貸借対照表
（令和7年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

事業継続・経営体力強化支援業務費 2,548,624

一般管理費 1,403,445

法人税、住民税及び事業税 1,140

損益計算書上の費用合計 3,953,209

Ⅱ　行政コスト 3,953,209

行政コスト計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

経常費用

事業継続・経営体力強化支援業務費

役員給 18,401

給与賞与諸手当 1,799,088

法定福利費 261,809

賞与引当金繰入額 150,341

退職給付費用 △110,858

賃借料 290,922

その他事業継続・経営体力強化支援業務費 138,921 2,548,624

一般管理費

役員給 32,664

給与賞与諸手当 332,834

嘱託・臨時職員給与 79,041

法定福利費 85,880

賞与引当金繰入額 41,484

退職給付費用 △23,588

業務委託費・報酬費 213,265

賃借料 174,771

保守修繕費 184,871

雑費 136,543

その他一般管理費 145,680 1,403,445

経常費用合計 3,952,069

経常収益

資産運用収入 7,020,000

財務収益

受取利息 88,131

有価証券利息 9,093,837 9,181,968

雑益 26,342

経常収益合計 16,228,310

経常利益 12,276,241

臨時利益

関係会社株式評価損戻入益 408,916

臨時利益合計 408,916

税引前当期純利益 12,685,157

法人税、住民税及び事業税 1,140

当期純利益 12,684,017

当期総利益 12,684,017

損益計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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Ⅰ　資本金 Ⅱ　繰越欠損金 Ⅲ　評価・換算差額等

純資産合計
政府出資金

日本政策投資銀行
出資金

資本金合計 当期未処理損失 繰越欠損金合計
関係会社株式
評価差額金

評価・換算差額等
合計うち当期総利益

当期首残高 4,642,686,074 590,396,726 5,233,082,800 1,430,982,974 － 1,430,982,974 218,813,738 218,813,738 4,020,913,564

Ⅰ　繰越欠損金の当期変動額

当期純利益 12,684,017 12,684,017 12,684,017 12,684,017

Ⅱ　評価・換算差額等の当期変動額（純額） 1,442,806 1,442,806 1,442,806

当期変動額合計 － － － 12,684,017 12,684,017 12,684,017 1,442,806 1,442,806 14,126,823

当期末残高 4,642,686,074 590,396,726 5,233,082,800 1,418,298,957 12,684,017 1,418,298,957 220,256,544 220,256,544 4,035,040,387

（出資承継勘定）

純資産変動計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（単位：円）

－
2
2
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

商品又はサービスの購入による支出 △1,374,813

人件費支出 △3,786,497

出資事業収入 7,020,000

消費税等還付額 36,589

その他の業務収入 26,243

小計 1,921,522

利息及び配当金の受取額 9,198,131

法人税等の支払額 △1,140

業務活動によるキャッシュ・フロー 11,118,513

Ⅱ　資金増加額 11,118,513

Ⅲ　資金期首残高 181,017,341

Ⅳ　資金期末残高 192,135,854

キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 1,418,298,957

当期総利益 12,684,017

前期繰越欠損金 1,430,982,974

Ⅱ　次期繰越欠損金 1,418,298,957

損失の処理に関する書類
（令和7年7月9日）
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Ⅰ　重要な会計方針

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和3年9月21日改訂）並びに「『独立行

政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和4年3月最終改訂）（以下「独

立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

１．引当金の計上基準

賞与引当金

　役員及び職員等に対する賞与の支払に充てるため、将来の支払見込額のうち当事業年度に発生した

額を計上しております。

２．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法

　役員及び職員等への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づいて退職給付引当金（前払年金費用）を計上しております。。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は期間定額基準によっております。

　数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生事業年度に全額費用処理しております。

３．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）によっております。

（２）関係会社株式

　出資先持分額による評価（移動平均法による取得原価との評価差額は部分純資産直入法により処

理）によっております。

（３）その他有価証券

　市場価格のない株式等については、移動平均法に基づく原価法によっております。

４．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による低価法によっております。

５．消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

６．重要な会計上の見積り

　該当ありません。
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行政コスト 3,953,209円

自己収入等 △16,637,226円

法人税等及び国庫納付額 △1,140円

機会費用 68,947,818円

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト
56,262,661円

旅費交通費 121,081円

業務委託費・報酬費 13,307円

水道光熱費 4,533円

合　計 138,921円

福利厚生費 1,814円

旅費交通費 22,953円

通信運搬費 24,443円

保険料 1,053円

水道光熱費 2,033円

租税公課 7,525円

消耗品・備品費 51,863円

研修活動費 7,062円

諸謝金 26,289円

印刷製本費 645円

合　計 145,680円

Ⅱ　注記事項

［行政コスト計算書関係］

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

（１）政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の令和7年3月末利回りを参考に1.485%で計算しております。

（２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応

する部分について、退職手当支給規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

［損益計算書関係］

１．その他事業継続・経営体力強化支援業務費の内訳は、次のとおりであります。。

２．その他一般管理費の内訳は、次のとおりであります。
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現金及び預金 192,135,854円

資金期末残高 192,135,854円

期首における退職給付債務  17,161,008円

勤務費用  127,662円

利息費用  52,785円

数理計算上の差異の当期発生額  △336,283円

退職給付の支払額  △1,249,639円

制度加入者からの拠出額  9,218円

期末における退職給付債務  15,764,751円

期首における年金資産  5,831,474円

期待運用収益  51,162円

数理計算上の差異の当期発生額  △65,593円

事業主からの拠出額  61,573円

退職給付の支払額  △422,222円

制度加入者からの拠出額  9,218円

期末における年金資産  5,465,612円

積立型制度の退職給付債務  7,037,730円

年金資産  △5,465,612円

積立型制度の未積立退職給付債務  1,572,118円

［キャッシュ・フロー計算書関係］

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

［退職給付関係］

１．採用している退職給付制度の概要

　当機構は、役員及び職員等への退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠

出制度を採用しております。

　退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）では、退職給付として、内部規程に基づき支給しており

ます。

　確定給付企業年金（積立型の確定給付制度）及び確定拠出年金では、経済産業関係法人企業年金基金

に加入しております。

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
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非積立型制度の未積立退職給付債務  8,727,021円

小　計  10,299,139円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  10,299,139円

退職給付引当金  10,299,139円

前払年金費用 －円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  10,299,139円

勤務費用（注）  127,662円

利息費用  52,785円

期待運用収益  △51,162円

数理計算上の差異の当期の費用処理額  △270,690円

合　計  △141,405円

債券 47%

株式 41%

保険資産 4%

その他 8%

合　計 100％

割引率

退職一時金制度 1.50％

確定給付企業年金制度 1.78％

長期期待運用収益率 3.00％

（４）退職給付に関連する損益

（注）勤務費用から、企業年金に対する役職員拠出額を控除しております。

（５）年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資

産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項

　期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

３．確定拠出制度

　当機構の確定拠出制度への要拠出額は、6,959円でありました。
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区　分 貸借対照表計上額 時　価 差　額

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 2,700,000,000 2,667,620,000 △32,380,000

区　分 貸借対照表計上額

非上場株式 650,000,000

関係会社株式 502,132,529

［金融商品関係］

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当機構は、資金運用については独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）等に基づき運用の

安全性・確実性を確保し、また決済資金等の資金需要に備えられるよう流動性を確保するととも

に、収益稼得のための効率性・収益性を確保することとしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　保有する金融資産は、主として満期保有目的で所有している債券であり、発行体の信用リスク及

び市場価格の変動リスクに晒されております。これらについては、独立行政法人中小企業基盤整備

機構余裕金運用要領に基づき、信用ある格付機関として指定する5機関のいずれかによりＡ格以上

の格付を得ている銘柄の債券の取得をしており、取得後に、付与されている格付のうちＡ格未満が

2分の1以上となった債券については、発行体の信用（債務不履行）リスクに十分留意したうえで、

必要に応じて適切な手段（売却を含む。）を講ずることとしております。

　なお、付与されている格付がいずれもＢＢＢ格未満若しくはＢａａ格未満となった債券又は取得

原価と時価を比べて時価が著しく下落した債券については、原則として売却することとしておりま

す。

２．金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預

金及び未払金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており

ます。

（単位：円）

（注）市場価格のない株式等は次のとおりです。

（単位：円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時

価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価
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区　分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 － 2,667,620,000 － 2,667,620,000

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

　満期保有目的の債券については、日本証券業協会が公表している売買参考統計値又は取引金融

機関から提示された価格を時価としております。国債は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しておりますが、地方債及び社債は、市場での取引頻度が低く、活

発な市場における相場価格とは認められない場合、その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。

Ⅲ　重要な債務負担行為

　該当ありません。

Ⅳ　重要な後発事象

　該当ありません。

Ⅴ　固有の表示科目の内容

　該当ありません。

Ⅵ　その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

　該当ありません。
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資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

投資その他の
資産

投資有価証券 3,350,000,000                － － 3,350,000,000 3,350,000,000

関係会社株式 500,280,807 279,865,637 278,013,915 502,132,529 502,132,529 （注１）

長期前払費用 499                 － 499                －                          －

計 3,850,281,306 279,865,637 278,014,414 3,852,132,529            3,852,132,529

附属明細書

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費

用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

（注１）当期増加額は、前期関係会社株式評価損の振戻し（59,609,093円）及び関係会社株式評価差額金の計上（220,256,544円）によるものであり、

当期減少額は、前期関係会社株式評価差額金の振戻し（218,813,738円）及び関係会社株式評価損（59,200,177円）によるものであります。

種　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯蔵品 123 1,478 － 123 － 1,478

計 123 1,478 － 123 － 1,478

２．棚卸資産の明細

（単位：円）

区　分 種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含まれた

評価差額
摘　要

満期保有
目的債券

い　第882号　利付商工債 300,000,000 300,000,000 300,000,000 －

い　第886号　利付商工債 300,000,000 300,000,000 300,000,000 －

第286号　利付商工債（3年） 200,000,000 200,000,000 200,000,000 －

第289号　利付商工債（3年） 200,000,000 200,000,000 200,000,000 －

第290号　利付商工債（3年） 200,000,000 200,000,000 200,000,000 －

第19回　三井住友信託銀行株式会社社債 1,500,000,000 1,500,000,000 1,500,000,000 －

計 2,700,000,000 2,700,000,000 2,700,000,000 －

区　分 種類及び銘柄 取得価額 出資先持分額 貸借対照表計上額
当期損益に含まれた

評価差額
関係会社株式
評価差額金

摘要

関係会社
株式

＜特定出資法人出資＞ 50,000,000   29,183,809   29,183,809    △269,357 －

（株）マイントピア別子 50,000,000   29,183,809   29,183,809    △269,357 －

＜繊維産業高度化促進施設整備出資＞ 291,076,162     472,948,720   472,948,720       678,273  220,256,544

（株）今治繊維リソースセンター 171,714,409     391,970,953   391,970,953 －  220,256,544

（株）繊維リソースいしかわ 119,361,753      80,977,767     80,977,767       678,273 －

計 341,076,162     502,132,529   502,132,529       408,916  220,256,544

区　分 種類及び銘柄 取得価額 時　価 貸借対照表計上額
当期費用に含まれた

評価差額

その他
有価証券
評価差額金

摘要

その他
有価証券

＜繊維産業高度化促進施設整備出資＞ 650,000,000 － 650,000,000 － －

国際ファッションセンター（株） 650,000,000 － 650,000,000 － －

計 650,000,000 － 650,000,000 － －

貸借対照表計上額合計    3,852,132,529

区　分 根拠法令等

特定出資法人出資 旧産業構造転換円滑化臨時措置法（昭和62年法律第24号）第16条第2号に基づく出資

繊維産業高度化促進施設整備出資 旧繊維産業構造改善臨時措置法（昭和42年法律第82号）第58条の2第1号に基づく出資

３．有価証券の明細

（１）投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

（注）関係会社株式及びその他有価証券に記載している区分の内容は、以下のとおりであります。

４．貸付金等の明細

　該当ありません。
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５．長期借入金の明細

　　 該当ありません。

６．中小企業基盤整備債券の明細

　　 該当ありません。

区　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　要
目的使用 その他

賞与引当金              203,101              204,008              203,101 －                    204,008

計              203,101              204,008              203,101 －                    204,008

７．引当金の明細

（単位：円）

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　 該当ありません。

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

退職給付債務合計額      17,161,008       △146,618        1,249,639          15,764,751

退職一時金に係る債務        9,638,545         △84,107          827,417            8,727,021

確定給付企業年金等に係る債務        7,522,463         △62,511          422,222            7,037,730

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 － △270,690 △270,690 －

年金資産        5,831,474 56,360 422,222            5,465,612

退職給付引当金      11,329,534 △202,978 827,417          10,299,139

９．退職給付引当金の明細

（単位：円）

１０．資産除去債務の明細

　　 該当ありません。

１１．法令に基づく引当金等の明細

　　 該当ありません。

１２．保証債務の明細

　　 該当ありません。

１３．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

　　 該当ありません。

１４．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　　 該当ありません。

１５．役員及び職員の給与の明細

　　 法人単位の附属明細書に記載しております。
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 事業継続・経営体力強化

Ⅰ　行政コスト

損益計算書上の費用合計           3,953,209

行政コスト           3,953,209

Ⅱ　独立行政法人の業務運営に関して
　国民の負担に帰せられるコスト

        56,262,661

Ⅲ　事業費用、事業収益及び事業損益

事業費用

事業継続・経営体力強化支援業務費           2,548,624

一般管理費           1,403,445

計           3,952,069

事業収益

資産運用収入           7,020,000

財務収益           9,181,968

雑益                26,342

計         16,228,310

事業損益         12,276,241

臨時利益

関係会社株式評価損戻入益              408,916

計              408,916

税引前当期純利益         12,685,157

法人税等 1,140

当期純利益         12,684,017

当期総利益         12,684,017

Ⅳ　総資産

流動資産

現金及び預金        192,135,854

貯蔵品                 1,478

前払費用                 7,150

未収収益           2,005,477

未収入金                 2,444

前払金                37,954

流動資産 計        194,190,357

固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 3,350,000,000

関係会社株式        502,132,529

投資その他の資産合計     3,852,132,529

固定資産 計     3,852,132,529

資産 計     4,046,322,886

１６．セグメント情報

（単位：円）

（注１）事業区分の方法

中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。

    　　なお、当事業年度においてセグメント区分の変更を行っております。これは、当事業年度より第5期中期目標に合わせて見直しを行ったものであります。

（注２）各区分の内容

　　　　事業継続・経営体力強化：旧産業基盤整備基金が行っていた第３セクター出資事業により取得した株式の管理、処分に係る経理

１７．その他の資産、負債、費用及び収益の明細

　　 該当ありません。
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